
（単位 ： 円）

資　　　産　　　の　　　部 負　　債　　の　　部

62,520,949 4,339,324

現 金 141,711 買 掛 金 11,127

普 通 預 金 28,744,236 未 払 金 1,465,700

定 期 預 金 25,000,000 未 払 費 用 2,650,997

売 掛 金 31,603 預 り 金 134,000

関 係 会 社 売 掛 金 7,899,501 関 係 会 社 短 期 債 務 3,000

未 収 入 金 242,846 未 払 法 人 税 等 74,500

商 品 148,635

仮 払 金 312,417

32,685,723

74,984

電 話 加 入 権 74,984

4,339,324

32,610,739

投 資 有 価 証 券 32,610,739 90,867,348

10,000,000

80,867,348

2,500,000

78,367,348

別 途 積 立 金 77,100,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,267,348

90,867,348

資 産 合 計 95,206,672 95,206,672

貸　借　対　照　表
（令和６年１２月３１日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

純 資 産 合 計

負 債 合 計

固 定 資 産

純　 資 　産 　の 　部

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金



１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産（商品）

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

(2)　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法によっております。

②　無形固定資産

定額法によっております。

(3)　その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2.　当期純利益

当期純利益は、790,501円であります。

個　別　注　記　表
（令和6年1月1日から令和6年12月31日まで）


